（様式第２）
発番          号
令和　　年    月    日

　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　殿
※共同申請の場合は連名	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

全国商工会連合会　会長　　　印

被災小規模事業者再建事業（持続化補助金令和２年７月豪雨型）補助金交付決定通知書


　被災小規模事業者再建事業（持続化補助金令和２年７月豪雨型）補助金交付規程第６条第１項の規定により、令和　　年　月　日付けで申請のありました被災小規模事業者再建事業補助金については、次のとおり交付することを決定しましたので、同規程第９条第１項の規定により通知します。

【交付決定日：　令和　　年　月　日】


１．補助金の交付の対象となる事業の内容は、令和　　年　月　日付けで申請のあった、被災小規模事業者再建事業（持続化補助金令和２年７月豪雨型）補助金交付申請書（以下「申請書」という。）記載のとおりとする。

２．補助対象経費および補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合における補助対象経費および補助金の額については、別に通知するところによるものとする。

　　　　　　補助対象経費　　金　　　　　　　　円
　　　　　　補助金の額　　　金　　　　　　　　円

　　　　　　＜内訳＞　※共同申請でない場合、内訳欄は削除
　　　　　　（申請者名）＜代表者＞
　　　　　　補助対象経費　　金　　　　　　　　円
　　　　　　補助金の額　　　金　　　　　　　　円
　　　　　　（申請者名）＜共同事業者１＞
　　　　　　補助対象経費　　金　　　　　　　　円
　　　　　　補助金の額　　　金　　　　　　　　円

３．補助金の額の確定は次によるものとする。
補助金の確定額は、補助事業完了後に提出した補助事業実績報告書の審査の結果により、「交付すべき補助金の額」が確定したときに認められた補助対象経費の額の２／３（一定の要件を満たす場合は定額）、または配分された上記２．記載の「補助金の額」（補助事業の内容が変更された場合に「補助金の額」の変更にかかる通知を受けたときは、変更にかかる通知を受けた額。以下同じ。）のいずれか低い額とする。

４．補助事業者は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律および同法施行令、経済産業大臣の定める「被災小規模事業者再建事業補助金交付要綱」、および被災小規模事業者再建事業（持続化補助金令和２年７月豪雨型）補助金交付規程（以下「交付規程」という。）で定めるところに従わなければならない。

５．補助金に係る消費税および地方消費税相当額については、交付規程の定めるところにより、消費税および地方消費税に係る仕入控除税額が明らかになった場合には、当該消費税および地方消費税に係る仕入控除税額を減額すること。 
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